
増毛町工事完成払代金の債権譲渡に関する事務取扱要綱 
 
（趣旨） 
第１条 この要綱は、増毛町（以下「町」という。）が発注する建設工事の請負契約
に係る受注者が工事完成未収金の早期解消、円滑な資金調達等を図るため、町に対
して有する完成工事未収金債権を金融機関等に譲渡（以下「債権譲渡」という。）
することについて、工事請負契約書の規定に基づき債権譲渡の承諾をする場合の事
務取扱に関し必要な事項を定めるものとする。 
（債権譲渡の承諾の対象） 
第２条 債権譲渡の承諾の対象は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。 
(１) 増毛町建設工事執行規則（昭和61年規則第９号。以下「規則」という。）第
２条に規定する建設工事に係る受注者が有する完成払代金の支払請求権であるこ
と。 
(２) 規則第17条第３項前段の規定による引渡しを受けたものであること。 
（譲渡債権の額） 
第３条 譲渡債権の額は、契約金額から前金払及び部分払等の支払額を控除した額
（受注者の履行遅延の場合における違約金その他相殺すべき債権がある場合は、こ
れを相殺した後の額）の範囲内の額とする。 
（債権譲渡先の制限） 
第４条 債権譲渡先は、預金保険法（昭和46年法律第34号）第２条第１項に規定する
金融機関でなければならない。ただし、町長が認める場合は、他の金融機関等を債
権譲渡先とすることができる。 
（債権譲渡の承諾の依頼） 
第５条 債権譲渡の承諾を得ようとする受注者（以下「譲渡人」という。）は、前条
の債権譲渡先（以下「譲受人」という。）との連名により債権譲渡承諾依頼書（様
式第１号）を町長に提出しなければならない。この場合において、譲渡人が共同企
業体であるときは、代表者を含む全ての構成員の連名により提出するものとする。 
（債権譲渡の承諾の要件） 
第６条 町長は、次に掲げる要件の全てを満たす場合に限り、債権譲渡を承諾するも
のとする。 
(１) 債権譲渡が譲渡人の円滑な資金調達等を目的としたものであり、譲受人にお
ける債権回収を意図したものでないこと。 
(２) 譲渡に係る債権が第三者による差押等を受けていないこと。 
(３) 譲渡に係る債権に質権等の権利が設定されていないこと。 
(４) 譲渡に係る債権が既に他に譲渡されていないこと。 
(５) その他債権譲渡の承諾に関して不適当な事由がないこと。 
（債権譲渡の承諾手続等） 
第７条 町長は、譲渡人から第５条による適正な依頼書の提出があったときは、前条



に定める承諾要件を確認の上、受理した日から５日以内（期間の末日が増毛町の休
日を定める条例（平成２年条例第１号）に規定する休日に当たるときは、その翌日
とする。）に債権譲渡承諾書（様式第２号）により承諾するものとする。この場合、
債権譲渡承諾書２通を譲渡人（譲渡人が共同企業体であるときはその代表者）に交
付するものとする。 
２ 町長は、前条に定める承諾要件が満たされていることが確認できない場合は、速
やかに承諾しない旨及びその理由を記載した債権譲渡不承諾書（様式第３号）２通
を譲渡人（譲渡人が共同企業体であるときはその代表者）に交付するものとする。 
（債権譲渡に係る完成払代金の支払等） 
第８条 前条第１項の承諾を受けた譲受人は、当該譲渡債権に係る支払いを請求する
ときは、支払請求書（様式第４号）に譲渡人と譲受人との間で締結した債権譲渡契
約書の写しを添付し、町長に提出しなければならない。 
２ 町長は、前項の支払請求書を受理したときは、受理した日から40日以内に譲渡債
権の額を支払うものとする。 
（委任） 
第９条 この要綱に定めるもののほか、必要事項は、町長が別に定める。 
 

附 則 
この要綱は、平成30年10月１日から施行する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第１号（第５条関係） 
 

債権譲渡承諾依頼書 
 

年  月  日 
 

増毛町長 様 
譲渡人（受注者）  所  在  地 

商号又は名称 
代表者職氏名 

譲受人（金融機関等）所  在  地 
商号又は名称 
代表者職氏名 
 

譲渡人が増毛町に対して有する次の債権を譲受人に譲渡したいので、当該債権の工
事請負契約書の規定により、債権譲渡の承諾をされるよう依頼します。 
なお、当該債権の譲渡に当たっては、増毛町工事完成払代金の債権譲渡に関する事
務取扱要綱第６条各号に定める要件の全てを満たしており、また、工事請負契約書に
規定する瑕疵担保は、譲渡人に留保されることを申し添えます。 
 

記 
 
１ 工事名 
２ 契約年月日         年  月  日 
３ 工    期        年  月  日から   年  月  日まで 
４ 契約金額        金         円 
５ 引渡し年月日        年  月  日 
６ 譲渡権の額       金         円（(１)－(２)－(３)－(４)） 
(１) 契約金額       金         円 
(２) 前金払額       金         円 
(３) 部分払額       金         円 
(４) その他相殺すべき額  金         円 
（注）１ 譲渡人（受注者）が共同企業体であるときは、代表者を含む全ての構成員

の連名とすること。 
２ 譲渡人（受注者）が使用する印は、当該債権の契約時に使用した印と同一
とすること。 
３ ４の契約金額は、契約変更等により契約金額に増減が生じた場合は、変更
後の契約金額とすること。 



様式第２号（第７条関係） 
 

債権譲渡承諾書 
 

年  月  日 
譲渡人（受注者）   様 
譲受人（金融機関等） 様 
 

増毛町長     印 
 

年  月  日付けで債権譲渡承諾依頼のあった債権については、当該債
権の工事請負契約書の規定により、次の条件を付してここにあらかじめ異議を留めず
この債権譲渡を承諾します。 

 
記 

 
１ 工事名 
２ 契約年月日         年  月  日 
３ 工    期        年  月  日から   年  月  日まで 
４ 契約金額        金           円 
５ 引渡し年月日        年  月  日 
６ 譲渡債権の額      金           円 
７ 承諾の条件 
(１) 譲渡人及び譲受人は、当該債権の譲渡を適正に履行すること。 
(２) 当該債権の譲渡を行う工事における譲渡人の増毛町に対する瑕疵担保責任は、
譲渡人に留保されること。 

(３) 譲渡人及び譲受人は、当該譲渡債権をさらに第三者に譲渡し、又は質権を設定
し、その他債権の帰属及び行使を害する行為を行わないこと。 

(４) 譲渡人は、当該債権の譲渡を行う工事に係る未払いの下請け代金等がある場合
には、責任を持って支払うこと。 

(５) 譲受人は、当該譲渡債権を譲受人が譲渡人に対して有する他の債権と相殺しな
いこと。ただし、当該債権譲渡の諸手続に係る費用等に関してはこの限りではな
い。 

 
 
 
 
 



様式第３号（第７条関係） 
 

債権譲渡不承諾書 
 

年  月  日 
 

譲渡人（受注者）   様 
譲受人（金融機関等） 様 
 

増毛町長     印 
 

年  月  日付けで債権譲渡承諾依頼のあった債権については、次の理
由により承諾しないのでその旨通知します。 

 
記 

 
１ 工事名 
２ 契約年月日         年  月  日 
３ 工    期        年  月  日から   年  月  日まで 
４ 契約金額      金           円 
５ 引渡し年月日        年  月  日 
６ 承諾しない理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



様式第４号（第８条関係） 
 

支払請求書 
 

年  月  日 
 

増毛町長 様 
譲受人（金融機関等）所  在  地 

商号又は名称 
代表者職氏名 

 
年  月  日付け債権譲渡承諾書に係る譲渡債権額について、次のとお

り請求します。 
 

記 
 
１ 請求金額    金           円 
２ 工 事 名 
３ 振 込 先   金融機関名 

預金種別 
口座番号 
口座名義（ふりがな） 

４ 連 絡 先   住  所 
電話番号 
担当者名 
 

（注）１ 譲渡人と譲受人との間で締結した債権譲渡契約書の写しを添付すること。 


